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1 は じ め に
地理経済の分析において産業の分布の模様は, ローカルなレベルだけでなく, 地域間や国
際間で均一でないことが示されている｡ 産業集積のパターンと経済成長の間にはどのような
関係をもつであろうか｡ Baldwin et al. (2001) は歴史的観点から一般的に産業の集積がより
高い経済成長をもたらすことを示している｡ 最近の実証研究で産業の集積と経済成長のプラ
スの関係を示した分析として Braunerhjelm and Borgman (2004) が存在する｡ この結果をサ
ポートする理論研究として新しい地理経済学（New Economic Geography）の分析において,
Grossman and Helpman (1991) タイプの研究開発を通じた財の種類が拡張するモデルをも
とに産業の集積と経済成長のプラスの関係が導出されている｡
1)
本稿では財のバラエティー拡張による経済成長モデルとは異なる経済成長のアプローチを
用いて産業集積と経済成長の関係を分析できるモデルの構築をおこない, 経済統合や貿易自
由化によるグローバリゼーションが産業の集積や経済成長に与える効果を検討する｡ 本稿で
は, Smulders and van de Klundert (1995) や Peretto (1996) らの閉鎖体系で展開された企
業のプロセスイノベーションによる経済成長モデルを, 2 国モデルに応用して分析をおこな
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本稿では, 各企業が生産部門の生産性を高めるような研究開発活動によって生じ
る経済成長モデルを構築し, 産業集積と経済成長率の関係を考察する｡ 財バラエティー
拡張による経済成長モデルをベースとした新しい地理経済学（New Economic Ge-
ography）で得られた結果と同様に, 本稿においても産業集積と経済成長の間にプ
ラスの関係を理論的に示すことができた｡ また貿易の自由化や国際間の知識の伝播
の上昇などの経済統合は, より一層の産業の集積をもたらし, 経済成長率を高める
ことが本稿の分析より導出される｡ 一方で経済統合により経済全体の参入企業数
（財バラエティーの水準）は低下することが示される。
キーワード 経済統合, 産業集積, 新しい地理経済学,
プロセスイノベーション
う｡ このモデルの特徴は各企業が利潤を高めるために, 各企業レベルの生産性を高めるよう
研究開発活動をおこなうモデルとなっている｡
本稿の分析から貿易自由化による輸送費用の低下は相対的に大きな国の産業シェアおよび
研究開発の生産性を高めることが示される｡ このことは生産部門において競争を激化させ,
参入企業は減少させるが, 生産性の成長率の上昇をもたらす｡ また国際間における知識の伝
播の度合いの上昇は, 同様に研究開発の生産性を高め, 参入企業数を減少させるが, 生産性
の成長率は上昇する結果をもたらす｡ 本稿で得られた結果は, 財のバラエティー拡張による
成長理論をもとにした新しい地理経済学の理論的帰結をサポートするものとなり, 産業集積
と経済成長率のプラスの関係を示す実証研究とも一致するものとなる｡
第 2節ではモデルの構造を提示し, 消費者および生産部門の行動および均衡条件を与える｡
第 3節では産業の集積と経済成長の関係を考察し, 貿易の自由化や国際間の知識の伝播にあ
らわれるようなグローバリゼーションによる経済統合が, 産業の集積と経済成長の関係にど
のような効果をおよぼすかを分析する｡ 最後に第 4節では本稿で得られた結果をまとめ, 残
された課題について指摘する｡
2 モ デ ル
Northと Southの 2国（あるいは 2地域）からなる貿易と生産性成長のモデルを考察する｡
農業部門と製造業部門と製造業部門における研究開発部門の 3つのセクターが存在する｡ 農
業部門の財はニュメレールとし自由貿易のもとで完全競争市場である｡ 一方で製造業部門の
財は独占的競争市場で差別化財を供給するものとし, 輸送に関して取引コストがかかる｡ 製
造業部門の生産性の成長は, 生産コストを引き下げるための利潤最大化行動から製造業部門
における研究開発活動の結果として生じる｡ 製造業部門の各企業は生産活動と研究開発活動
は同じ国でおこなう必要はなく, 自由に国際間をまたいで独立におこなうことができるもの
とする｡ 各国の労働量は Northと Southにそれぞれで一定とする｡ Southの変数はア
スタリスクをつけて示される｡ 労働は部門間の移動は完全であるが, 国際間の労働移動はで
きないものとする｡ 以下の節では Northに関しての設定を与えるが, 同様の条件が Southで
も導出される｡
2.1 家計
家計は製造業部門の異質財と農業部門の同質財から効用を得るものとし, 以下の
ような生涯効用で与えられる｡



		

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は主観的割引率を表し, は製造業部門の財の支出シェアをあらわす選好パラメー
ターである｡ 製造業部門の異質財から得られる効用は次のような Dixit-Stiglitz型であらわさ
れている｡





	

	

	




	

	

	


	

は Northでの製造業部門の財の種類を, は Southでの製造業部門の財の種類をあらわす｡
は製造業部門の任意の 2財間の代替の弾力性をあらわすパラメーターである｡
家計は以下の予算制約のもとで生涯効用を最大にするように消費・貯蓄の最適経路を選択
する｡
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は支出, は利子率，は賃金率，は資産保有量をあらわす｡
2)
このとき, 異時点間の最
適化問題からオイラー方程式が得られる, 	｡ 変数のドットは時間微分
をあらわす｡ Southの家計も同様にオイラー方程式が求められる｡ また完全な資本市場を仮
定していることから, 両国間で利子率は等しくなる, ｡ このことから, 両国の
支出の動学は等しくなる, 	｡
製造業部門の財と農業部門の財への支出は, 次のように与えられる。
	
は農業部門の財の価格をあらわし，また製造業部門の価格指数は次のように求めるこ
とができる｡
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	は製造業部門の第	財の価格を表している｡ は icebergタイプの輸送コストをあらわ
しており, Samuelson (1954) にしたがって, 輸出市場において一単位の輸出に対し, 単
位の輸送量が必要であることを示す｡
製造業部門の財の各財に対する需要関数は次のように求めることができる｡
			 	  	
			  	 
2.2 農業部門
農業部門の企業は一単位の生産に一単位の労働を必要とする収穫一定の技術を保有してい
る｡ 完全競争市場であることから, 農業部門の財の価格は賃金率に等しくなる｡ また国際間
で輸送コストがないことから, 両国の農業部門の財価格は等しくなり，賃金も国際間で等し
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くなる｡ 農業部門の財をニュメレールと設定していることから, 以下の関係が成立する｡
 
( 3 )式が成立するためには両国ともに農業財の生産活動をおこなう必要があるが, 本稿では
そのような状況を考える｡
3)
2.3 製造業部門
製造業部門での企業は水平的に差別化された財を生産し, 独占的競争のもとで財を供給す
る（Dixit and Stiglitz 1977)｡ 参入コストや開発コストはないが, 参入企業は研究開発活動
にともなうマーケティングやマネージメントに関して毎期一定の労働単位で測られた固定費
がかかるものとし, この値は両国で等しいものとする｡
製造業部門の第財を供給する企業は以下のような技術を保有するものとする｡
	
 
は生産量を, 
は労働投入を, 	は生産性水準をあらわす｡ 生産性の水準は生産の場所
によらず全ての企業で自由にアクセスできるものとし各企業間および国際間で対称であると
仮定する｡
各企業は独占的競争下での利潤最大化から, 一定のマークアップの価格設定をとる｡ ( 3 )
式より賃金率が両国で 1であることから, 両国の製造業の財の価格は, 財のインデックスに
依存せず以下のように求められる｡
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このとき, 製造業部門の財市場への供給からの企業利潤は次のように与えられる｡

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
企業の雇用水準は財の需要によって決定される｡ Northの第 財の総需要は とな
る｡ icebergコストは Southの家計に一単位の販売に関わる追加のコストをあらわす｡ 家計
の第財に対する需要関数( 2 )式および( 2 )式に対応する Southの家計の第財への需要関
数を需給均衡式であるに代入すると, 均衡の Northの各企業の雇用規模は





 
   
と求められる｡ ここでは貿易の自由度をあらわすパラメーターである｡ すなわち
は貿易のコストが非常に高い状態を表し, は自由貿易の状態を記述している｡
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2.4 研究開発部門
製造業部門での研究開発活動によって生産性の成長が生じる｡ 生産性の改善によって企業
価値の最大化を図るために, 各企業は研究開発活動にの労働を投入する｡ 企業レベルの
生産性は次の遷移式に従う｡
 
は研究開発の生産性をあらわす｡
ここで研究開発の生産性は, 研究開発部門の活動によって生じる知識のスピルオーバーが
あるものとして, 全ての企業から影響を受ける外部性として捉える｡
   
企業レベルでの生産性は企業間で対称であるが, 各企業の生産技術はユニークなものとし,
face-to-faceによる暗黙知や移転が可能な技術知識である｡
4)
パラメーターであるは
国際間での知識の波及率をあらわす｡ は知識の波及は国内のみで, 国際間での知識の
波及はない状況をあらわす｡ 一方では国際間での知識の波及が完全である状況をあら
わす｡
5)
毎期の企業の総利潤は, 独占的競争市場での財供給からの利潤から研究開発費用と固定費
用を差し引いて求められる｡
	

企業は企業価値の総割引現在価値
	



	
	




を最大にするように( 8 )式を制約のもとに, 研究開発への労働需要を決定する｡ ハミルトニ
アンは	として与えられる｡ ただしは costate-variableをあらわす｡ また各企
業は全体の市場の規模に比して小さいことから研究開発への投資による知識のスピルオーバー
を所与として問題が解かれる｡
異時点間の最適化問題の解は, 静学的な条件および動学的な条件

から導出される｡ 静学的な条件はイノベーションの限界費用と技術への限界投資が等しくな
る条件を示し, 動学的な条件は利子率と研究開発の収益率が等しくなる条件を示す｡ これら
の条件をまとめると技術に対する研究開発への投資の無裁定条件が以下のように与えられる｡








等式で成立するときに研究開発の活動が生じることをあらわす｡
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2.5 市場均衡
製造業部門では企業は自由参入・退出が可能とされている｡ この結果, 自由参入条件とし
てが成立することから収益資産の価値はゼロとなる｡ したがって家計の所得は労
働所得のみとなる｡
6)
2.2節で求められたように, 賃金率は 1 となることから, Northおよび
Southの支出はそれぞれ, のように一定値となる｡ このとき支出は時間
を通じて一定であることからオイラー方程式より, が成立する｡
Martin and Rogers (1995) にしたがって, 製造業部門の企業はコスト無しに国際間で独立
に生産活動と研究開発活動を自由にシフトが可能であると仮定する｡ このとき利潤を増加さ
せる目的で生産活動をシフトさせることから, 両国で生産がおこなわれる限り North と
Southの間の独占的競争市場から得られる利潤は等しくなる, ｡ また( 7 )式を
用いると, 全ての企業の生産規模は等しくなる事が示される, 		｡ さらに( 1 )式
と( 5 )式, ( 6 )式を用いることで, Northにおいて生産をおこなう企業のシェアは次のよう
に明示的に求めることができる｡






ただし
である｡ 本稿では, Northの人口規模（労働量）が相対的に Southよ
りも大きいと仮定する, ｡ このとき貿易の自由度をあらわすの値によらず, North
の企業シェア
は Southのシェア

よりも大きいこと 
が確認でき, さら
に時間を通じて一定である｡ この性質は Krugman (1980) で示された, 労働の賦存量が大き
い市場の国が製造業部門の活動に大きなシェアをもつという自国市場効果（home market ef-
fect）をあらわしている｡ さらに( 1 )式と( 5 )式, ( 7 )式を用いることで, 各企業の生産規
模は次のように与えられる｡
		



ただしは総企業数である｡
研究開発に関しては, 市場規模の大きい国で全ての研究開発活動が生じることになること
を以下で示す｡ いま( 6 )式を用いると製造業部門の自由参入条件は次のように書きあらわす
ことができる｡
		 
これらの(13)式の条件は, (12)式を用いると, 両国で研究開発があるときにおける各企業の
研究開発活動での雇用は両国の企業で等しくならなければならないことを意味している,
｡ しかしながら, (10)式の無裁定条件は, ( 6 )式および( 8 )式, ( 9 )式, (13)
式, の各条件を用いると, 以下の関係が成立する｡
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 
North は相対的に人口規模が大きいことから, 知識の外部性を通じて生産性が高くなる
Northにおいてのみ無裁定条件が成立することになり, Southでのイノベーション活動は生
じないことが示されている｡ このとき(13)式および(14)式のそれぞれ一番目の等式から
を消去して(12)式を用いれば, この経済における参入企業数は次のように求められる｡


	







	




自由参入の結果, 参入企業数が時間を通じて一定数として求まる｡ したがって(12)式および
(13)式から各企業での生産活動における労働量および研究開発活動での労働量も一定となる｡
製造業部門での生産活動の雇用量は(15)式を(12)式に代入することで得られ, また(13)式を
用いることで Northにおける各企業の研究開発活動の雇用量は次のように求められる｡

	


研究開発活動での雇用量および参入企業数がプラスであるために, 本稿では 


とのパラメーター条件を課
す｡ このとき第 3節で展開される生産性の成長率もプラスの値をとることが確認される｡
7)
3 産業集積と生産性の成長
本節では均衡の企業数（財のバラエティー）と成長率に関して, 産業の集積や輸送コスト
で表される貿易の自由度によってどのような影響を与えるかについて考察する｡
3.1 産業集積と企業数, 経済成長
製造業部門への参入企業数は(15)式より, Northの生産活動のシェアや他のパラメーター
に依存していることがわかる｡ Northの製造業における企業シェアと参入企業数の関係は図
1 (a) で表されている｡ すなわち参入企業数は Northの企業シェアに関して減少関数である｡
この結果は次のように説明できる｡ Northの企業シェアが上昇すると研究開発活動の生産性
が上昇し, 各企業レベルの研究開発への労働需要が高まる｡ このとき製造業部門での競争が
激化することから, (14)式の無裁定条件が成立するためには, より少ない企業しか参入でき
ないとこになる｡ したがって, Northの企業シェアの上昇は全体の参入企業数を減少させる｡
次に生産性の成長率についてみていこう｡ ( 8 )式および( 9 )式, (15)式, (16)式より, 成
長率は以下のように明示的に導出される｡


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生産性の成長率は Northの企業シェアとはプラスの関係をもつ｡ この関係は図 1 (b) であら
わされている｡ North企業シェアの増加は研究開発活動の生産性を直接高めることから成長
率にプラスに働くことが確認できる｡
以上のことをまとめると次の命題を得る｡
命題 1．規模の大きい地域への産業の集積は, 総企業数（財のバラエティー）を減少させ,
生産性の成長率を高める｡
産業の集積と経済成長のプラスの関係はバラエティー拡張による成長モデル（Martin and
Ottaviano 1999, 2001, Baldwin 2001, Hirose and Yamamoto 2007）などと同じ結果が, 生産性
上昇による成長モデルでも同様に導出することができた｡ ただし本稿では財のバラエティー
の水準が減少している点は既存の研究と異なる点になる｡ また Baldwin et al. (2001) や
Braunerhjelm and Borgman (2004) の産業の集積と経済成長のプラスの関係を示した実証研
究とも整合的であることが分かる｡
3.2 貿易自由化と経済統合
貿易自由化による輸送コストの減少や, 経済統合の進展を通じた知識の伝播率の上昇が総
企業数（財のバラエティー）や経済成長とどのような関係にあるかについて考察しよう｡
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図 1 総企業数（財バラエティー）と生産性成長
(a) 総企業数（財バラエティー) (b) 生産性の成長率
(11)式より Northの相対的な人口の増加が自国市場効果を及ぼすことと同様に, 輸送コスト
の減少による貿易の自由化は Northの企業シェアを高める効果をもたらすことが確認できる｡
このことより次の命題を得る｡
命題 2．輸送コストの減少（の上昇）は, 総企業数（財のバラエティー）を減少させ, 生
産性の成長率を高める｡
貿易の自由化の進展は企業がより大きな市場により良いアクセスを獲得し, 小さい市場への
輸出への輸送コストを引き下げることから生産のベースとして大きな市場をより魅力的にす
る｡ その結果として研究開発の生産性が上昇し, 各企業での研究開発が上昇する｡ このこと
は製造業部門での競争を激化させ, 全体の企業数を減少させることになる｡ 一方で輸送コス
ト減少による生産性の上昇は直接的に生産性の成長を高める｡ 図 1において, 貿易の自由化
は矢印で示されているように, Northの企業シェアの上昇が, 参入企業数（財バラエティー）
を減少させ, 成長率を上昇させることが示されている｡
最後に, 知識の伝播を通じた経済統合の効果については次の命題を得る｡
命題 3．知識の伝播の上昇は, 総企業数（財のバラエティー）を減少させ, 生産性の成長
率を高める｡
命題 3は図 2で示されているように, 知識の伝播率の上昇は任意の Northの企業シェアで,
総企業数を減少させ成長率を上昇させている｡ 知識の伝播率の上昇はより生産性の上昇を高
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図 2 知識の伝播率の上昇
(a) 総企業数（財バラエティー) (b) 生産性の成長率
めることで, 各企業レベルの研究開発活動の雇用を高めるように働く｡ このとき製造業部門
の競争激化により参入企業数は減少することになる｡ 一方で生産性が上昇することから直接
的に生産性の成長率は上昇することになる｡ これらの知識の伝播の経済成長への効果はバラ
エティー拡張による成長モデルで得られたものと同様であり (Baldwin 2001, Hirose and
Yamamoto 2007), 生産性上昇による成長モデルでも再現できることが確認できた｡
4 お わ り に
本稿では各企業が生産部門の生産性を高めるような研究開発活動を通じた経済成長モデル
を構築し, 産業の集積や経済統合の与える効果を考察した｡ 新しい地理経済学では, 財バラ
エティーの拡張を通じた経済成長モデルをもとに, 産業の集積と経済成長のプラスの関係が
理論的に導出されたが, 本稿においてもそれらと同じ関係を得ることができた｡ また貿易の
自由化や国際間の知識の伝播の高まりであらわされる経済統合がより一層の産業の集積をも
たらし, 経済成長を高めることが示された｡
しかしながら本稿で得られた経済成長率に関して残された課題は存在する｡ 本稿で得られ
た経済成長率は, 既存の新しい地理経済学の研究で得られる財バラエティーの成長率と同様
に, 人口規模の増加が経済成長を高める性質をもっている｡ しかしながら実証研究などで示
されているように, 経済の人口規模と経済成長率の間の関係においてプラスの相関は認めら
れていない｡
8)
したがって規模効果を消すような仕組みを導入する必要があろう｡ その点に関
しては将来の研究課題とする｡
注
1) Baldwin and Martin (2004) は新しい地理経済学の文献の概説をおこなっている｡
2) 製造業部門での自由参入によって企業価値は均衡ではゼロとなることから, 資産保有量を
あらわすもゼロとなる｡ 詳細は2.5節を参照せよ｡
3) 具体的には両国の農業財の需要 が, 一国で生産できる農業財の
供給量の上限 (あるいは )を上回れば両国が農業財の生産活動をおこなうことになる｡
, および2.5節の分析から両国の総支出はと導出されることから,
( 3 )式が成立するよう両国が不完全特化になるための条件として, 本稿では 	
のパラメーター条件を課す｡
4) このような技術の性質に関しては Keller (2004) を参照せよ｡
5) 知識の伝播の不完全性については多くの実証研究で報告されている（Jaffe et al. 1993, Mancusi
2008, Coe et al. 2009)｡ 知識の不完全な伝播に関する定式化は Baldwin and Forslid (2000) にし
たがっている｡
6) 自由参入条件	により企業価値がゼロとなることから, 家計の保有する収益資産
もゼロとなる｡
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7) Broda and Weinstein (2006) や Hendel and Nevo (2006) らの実証研究では代替の弾力性の値
は 3から10の値を計測しており, は実証的にサポートされる｡
8) Jones (1995, 1999) を参照せよ｡
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